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Ⅰ．新地方公会計制度及び当町の財務４表について 

 

１ 新地方公会計制度に基づく財務４表について 

 地方公共団体の会計制度は、現金主義による単年度ベースでの財務書類や統計情報による

財務分析が主流になっていました。この仕組みは、単年度での収支状況を正確に把握する意

味では効果的ですが、現金以外の資産やそれらの資産形成に要した費用や債務についての情

報が見えにくいという問題があります。 

 このような中、総務省から平成１９年１０月１７日に公表された「新地方会計制度実務研

究会報告書」において、普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表、すなわち賃借対照

表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の整備が地方公共団体に求めら

れています。 

 

２ 作成モデルについて 

 財務諸表には、「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の 2 つの基本モデルがあります。

それぞれの概要は下記のとおりです。 

●総務省方式改訂モデル･･･地方財政状況調査（決算統計）の数値を活用する旧総務省方式を

継承しつつ、段階的に固定資産台帳を整備し資産評価を行う方式 

●基準モデル･･･固定資産台帳の整備による公正価値評価とすべての取引・会計事象を官庁会

計の単式・現金主義会計から複式・発生主義会計に置き換えて作成する方式 

本町は、「総務省方式改訂モデル」により普通会計ベースの財務諸表を作成いたしました。 

今後は、普通会計に公営事業会計を加えた町全体の財務諸表及び一部事務組合等を含めた

連結会計の財務諸表を作成するとともに、固定資産台帳の整備に時間を要するものの、適正

な資産評価額を把握するなど財務諸表の精度向上に努めることにより、町民の皆様にわかり

やすい財務情報が提供できるよう取り組んでまいります。 

 

３ 財務諸表 

 財務諸表は①賃借対照表、②行政コスト計算書、③純資産変動計算書、④資金収支計算書

の４表により構成されています。  

① 貸借対照表（バランスシート） 

住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財

源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した財務諸表です。表内の資産合

計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し、左右の均衡がとれていること

からバランスシートとも呼ばれています。 
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② 行政コスト計算書 

町の行政活動は、資産形成につながらない行政サービスが大きな割合を占めています。

行政コスト計算書は、１年間（4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで）の行政活動のうち、福

祉給付やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、その行

政サービスの対価として得られた収入金等の財源を対比させた財務諸表であり、民間企業

の損益計算書に相当します。 

③ 純資産変動計算書 

②貸借対照表内の「純資産の部」に計上されている各数値が 1 年間でどのように変動し

たかを表している財務諸表です。 

④ 資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書） 

歳計現金（資金）の出入りの情報を、性質の異なる 3 つの区分（「経常的収支の部」、「公

共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」）に分けて表示した財務諸表です。 

 

４ 財務諸表作成の前提条件 

 基準日は平成２２年３月３１日とし、出納整理期間（平成２２年４月１日から平成２２年

５月３１日まで）における資金の出入りは、基準日までに完了したものとして処理していま

す。 

 基礎数値については、地方財政状況調査（決算統計）の数値を用いて、昭和４９年度分か

ら積算して算出しています。 
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Ⅱ．普通会計財務４表について 

与謝野町の平成２２年度決算における財務４表（普通会計）の概要は下記のとおりです。

普通会計とは、全国の市町村と比較できるように、統一的な基準に基づいた会計区分のこと

であり、与謝野町では、一般会計に土地取得特別会計を合わせた会計になります。 

（単位：百万円）

資産 47,668 負債＋純資産 47,668

負債 16,294
（内訳）
　　公共資産 42,952
　　　（道路、公園、学校など）

　　投資等 2,618
　　　（基金、出資金、貸付金など）

　　流動資産 2,098 純資産 31,374
　　　（現金・預金財政調整基金など）

　　　うち歳計現金 248

期首純資産残高 30,955
経常行政コスト 10,009 当期増減
（内訳）人に係るコスト 1,933 （内訳）純経常行政コスト △ 9,501
　　　　　　（人件費など） 　　　　 その他 9,920
　　　 　物にかかるコスト 3,448
       　　　（物件費など） 期末純資産残高 31,374
     　　移転支出的なコスト 4,441
　       　　（扶助費、補助費、繰出金など）

     　　その他のコスト 187
　       　　（地方債利子など）

経常収益 508
　　　（使用料、手数料など）

機首資金残高 258
純経常行政コスト 9,501

経常的収支 3,047
公共資産整備収支 △ 1,049
投資財務的収支 △ 2,008
　当期収支 △ 10

期末資金残高 248

資金収支計算書 (H22)

与謝野町　財務書類４表の概要（平成22年度決算）（普通会計）

貸借対照表（23.3.31現在）

（借入金や将来支払う退職手当など）

    （現世代が既に負担して
      支払いが済んでいる正味の資産）

行政コスト計算書 (H22) 純資産変動計算書 (H22)

所有する資産です

将来負担する額です

既に負担した額です

「貸借対照表」とは、ストックベースで、現金のみならず、建物や土地なども含めた資
産が現在いくらあって、その資産形成にどれだけの負債を負っているかなどを示す
もので、資産・負債・純資産の３つの要素から構成されています。

資産形成につながらない、行政サービ
スにかかるコストを示すもの

純資産がどのように増減したか示すもの

現金の動きを整理し、示すもの
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Ⅲ．財務４表の分析について（普通会計） 

 

１ 純資産比率 

 町が所有する資産のうち、負債を差し引いた正味の財産を示すものです。市町村普通会計

の平均的な割合は６０％～７０％といわれています。 

 

 

 純資産合計 31,373,606 千円  

資産合計  47,667,799 千円 

 

２ 社会資本形成に係る世代間負担比率 

 道路や公園など現存する社会資本形成に対する現在までの世代の負担割合を見ることがで

きます。また地方債に着目し、今後の世代によって負担される割合を見ることができます。 

 

 

 

  純資産合計  31,373,606 千円 

  公共資産合計 42,952,454 千円 

  地方債残高  14,388,986 千円 

 現役世代負担比率は、市町村の平均的な割合が５０％～９０％といわれており、当町はこ

れをやや上回っています。また将来世代負担比率の平均的な割合は１５％～４０％と言われ

ています。 

 

３ 歳入額対資産比率 

 社会資本として形成された固定資産や積み立てられた基金などの資産の総額が何年分の歳

入に相当するかを表したものです。この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいるものと

いえます。 

 

  

  資産合計 47,667,799 千円 

  歳入総額 12,583,815 千円 

 歳入額対資産比率の平均的な比率は３．０～７．０といわれており、当町は平均的な数値の範

囲に位置しているといえます。 

現役世代負担比率＝純資産合計÷公共資産合計×１００＝７３．０％ 

将来世代負担比率＝地方債残高÷公共資産合計×１００＝３３．５％ 

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額＝３．７９ 

純資産比率＝純資産合計÷資産合計×１００＝６５．８％ 
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４ 有形固定資産の行政目的別割合 

 貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公

共資産形成の比重を把握することができます。 

②教育   7,926
(18.4%)

①生活インフラ・国土保
全  16,854 (39.2%)

③福祉  1,162
(2.7%)

④環境衛生  2,957
     (6.9%)

⑤産業振興  6,982
(16.3%)

⑥消防  994
(2.3%)

⑦総務  6,077
(14.1%)

①生活インフラ・国土保全
②教育
③福祉
④環境衛生
⑤産業振興
⑥消防
⑦総務

 

生活インフラ・国土保全（道路など）、教育（学校等）が大きな割合を占めるのが一般的であり、

与謝野町も生活インフラ・国土保全及び教育で約６０％を占めています。 

 

５ 受益者負担比率 

 行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コスト

に対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。平均的な比率は、

２％から８％の間といわれています。 

 

 

  経常収益      508,046 千円 

  経常行政コスト 10,009,344 千円 

 

６ 行政コスト対公共資産比率 

 行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストが

かけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを見る

ことができます。平均的な比率は、１０％から３０％の間といわれています。 

 

 

 

  経常行政コスト 10,009,344 千円 

  公共資産    42,952,454 千円 

 

 

有形固定資産 

総額 

42,952 

受益者負担比率（全体）＝経常収益÷経常行政コスト×１００＝５．１％ 

行政コスト対公共資産比率（全体）＝ 

              経常行政コスト÷公共資産×１００＝２３．３％ 
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７ 行政コスト対税収等比率 

 純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることにより、当年度に行われた行政サービ

スのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対してどれだけが当年度の負担で賄わ

れたかが分かります。平均的な比率は、９０％から１１０％の間といわれています。 

 

 

 

 

  純経常行政コスト      9,501,298 千円 

  一般財源（その他一財）   7,603,653 千円 

  補助金等受入（その他一財） 2,096,905 千円 

 

８ 地方債の償還可能年数 

 町が抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合、何年で返済できるかを表す

指標で、借金の多寡や債務返済能力を測るものです。平均的な比率は、３年から９年の間といわ

れています。 

 

 

 

  地方債残高  14,388,986 千円 

  経常的収支額  2,218,869 千円 

 

９ プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

 公債費関連の歳入・歳出を除いた基礎的財政収支で、町債の元利償還金を除いた歳出と、町債

発行収入を除いた歳入のバランスを見ることにより、持続可能な財政状況であるかどうかが分か

ります。この数値がゼロあるいはプラスであれば、実質的な地方債の増加率は長期金利以下とな

り、経済成長率が長期金利を下回らない限り、経済規模に対する地方債の比率は増加せず、持続

可能な財政構造であるといえます。 

 

 

 

歳入総額 10,672,810 千円 

歳出総額 10,586,234 千円 

 

行政コスト対税収等比率＝純経常行政コスト÷ 

（一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等））×１００＝９７．９％ 

地方債の償還可能年数＝ 

地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く）＝６．５年 

基礎的財政収支＝歳入総額（繰越金・町債発行額及び財政調整基金取崩額を除く）― 

歳出総額（町債元利償還額及び財政調整機均等積立額を除く）＝８６，５７６千円 


